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０．はじめに 
BRICS（Brazil, Russia, India, China, South Africa）の一つとしてインドへの企業進出が

期待されている。2014 年度の段階でインドに進出した日系企業数は 1000 社を超え（2014 
年 10 月時点で 1,209 社）、支店などを含む拠点数も 2500 を上回るなど、インドの対日貿
易は拡大している。 

インドは二国間もしくは多国間の枠組みで各国との自由貿易協定・経済連携協定の締結
を加速させており、日本との間でも日本インド包括的経済連携協定（日インド CEPA）を
2011 年 8 月 1 日に発効させている。これは、貿易及び投資の自由化・円滑化、知的財産
の保護、競争政策の調和、ビジネス環境整備、各分野での協力など、両国の経済関係の一
層の強化をはかるものであり、さらなるビジネスチャンスの拡大が期待される。この協定
に関する協議では、日本側は自動車部品の関税引き下げ、インド側は後発医薬品認可手続
の簡素化や、インド人の日本での就労機会の拡大を求めていた。そして、協定発行から 10
年間で、日本への輸入品については 97％、インドへの輸出品については 90％の関税をそ
れぞれ撤廃する予定である。 

このように海外進出が期待されるインドではあるが、海外進出を進める上では、現地の
法制を理解しておくことが肝要である。とりわけ知的財産法に関しては、もともと法改正
が盛んな分野であり、また模倣品被害が深刻な問題となることからその重要性は高い。ま
た、インドの知的財産制度は、知的財産訴訟判決の積み重ねにより大きく変化しつつある。
そのような点も踏まえ、法制度及び重要な判決例についても説明を加えていく。 
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